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平成１７年度防災対策の重点（案）

世界有数の災害大国である我が国において、高齢化、都市化・過疎化、情
報化など経済社会の変化に伴い災害の態様が変化していくことも懸念される
中で、災害から国民の生命、身体及び財産を守ることは、行政の最も重要な
役割の一つである。
このため、災害予防、災害応急対策、災害復旧・復興の各段階において、
国、地方公共団体、民間事業者等が連携して、適切な措置を講じる必要があ
る。
特に財政状況が厳しい中にあっては、限られた財源を有効に活用し、施策
を効率的、効果的に展開する必要がある。また、大規模地震対策、治山治水
対策をはじめとする防災対策については、被害減少に向けた成果目標を設定
し、そのために戦略的・重点的に施策を推進する必要がある。
このような観点から、平成１７年度の防災対策については、持続的な安全
・安心の確立に向け、次の事項を重点的に実施するものとする。
また、平成１６年７月梅雨前線豪雨災害への対応を受けて、防災情報の伝
達、高齢者の避難体制、河川堤防の安全性、局地的集中豪雨に係る予報体制
等について検証し、課題については可能なものから改善措置を講じていくも
のとする。

１ 建築物の耐震化の推進

地震の発生に際して、人命に関わる被害を未然に防ぎ、社会的な損失を
できるだけ軽減する観点から、災害時の拠点となる公共施設や住宅等の耐
震化を推進する。

（１）地域の防災拠点となる公共施設の耐震化
・ 学校、病院､社会福祉施設等多数の者が利用する施設や市役所、消

、 。防署など災害時の拠点となる施設等の耐震診断 耐震改修を実施する
・ 地震に対して地域住民が的確な対応をとるためには自宅だけでなく
公共建築物の耐震性の把握も不可欠であることから、公共建築物につ
いては、耐震診断の実施状況や実施結果をもとにした耐震性に係るリ
ストを作成し、住民に周知するよう努める。
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（２）住宅等の耐震化
・ 住宅その他民間建築物の耐震化を促進するため、所有者の意識啓発
を行う。
・ 住宅等の耐震化を進める上で障害となっている原因、これを解消す
る方策等を検討し、地震ハザードマップの整備や耐震診断の実施、さ
らには効果的な耐震補強策の普及等、補強や建て替え等を促進する総
合的な対策を推進する。
・ 住宅性能表示制度の積極的活用等により、住宅の耐震性能等を客観
的に評価し、地震に強い住宅に対する消費者の関心を高め、耐震性の
高い住宅ストックの形成を誘導する。
・ 災害発生時の周辺建物倒壊等による避難地・避難路等の機能低下を
防ぐため、避難地・避難路等の周辺の一般建物の緊急耐震化を促進す
る。

２ 防災情報伝達体制の整備

地震、火山、台風・集中豪雨等に対する観測・予測体制の整備を図ると
ともに、得られた情報を住民等に伝達することにより被害を軽減する。

・ 最新の科学技術を活用し、地震、火山、台風・集中豪雨等に対する観
測・予測体制の整備を図る。
・ 洪水や土砂災害、高潮について、浸水予測情報など住民の判断、行動
に結びつくわかりやすい情報を提供する。
・ 住民に対する防災情報の確実な提供、行政機関の速やかな対応に資す
るため、中央防災無線、防災行政無線、消防・救急無線、地域衛星通信
ネットワーク等の災害通信ネットワークの整備、高度化を進める。
・ 震源に近い観測点で得られた地震波を用いて大きな揺れが到達する前
に様々な対応ができるようにするため、海底地震計の設置など緊急地震
速報の実用化に向けて取り組む。
・ 東海地震、東南海・南海地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の
観測体制の強化を図る。
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３ 災害応急体制の整備

、 、災害時に迅速かつ適切な救助活動 被災者への支援等が実施できるよう
防災関係機関の体制、指定公共機関等との連携を強化する。特に、大規模
災害発生に備えて広域応援体制の強化、充実を図る。
また、首都直下地震及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震を想定した
対応策の検討を進める。

・ 緊急消防援助隊や広域緊急援助隊（警察 、自衛隊の災害派遣に必要）
な要員、装備、資機材等の整備を進めるとともに、東海地震応急対策活
動要領等に基づく訓練を充実する。

、 、 、 、・ 実動部隊等の体制強化 訓練の充実を図るとともに 消防団 水防団
自主防災組織等に係る防災用資機材の整備を進める。
・ 被災地での患者の治療、被災地外への患者の搬送に必要となる医師等
の派遣体制を構築する。
・ 防災業務の標準化や防災担当職員の人材育成を目的とした効果的な研
修や実践的な訓練を推進する。
・ 地方公共団体における防災・危機管理専任幹部職員の配置、首長を含
めた研修の強化により、地方公共団体における機動的かつ実践的な防災
体制の構築を促進する。
・ 研究機関、高等教育機関等との連携による図上訓練等の手法の開発や
研修プログラム、カリキュラムの調査研究を行う。
・ 石油コンビナート災害その他各種特殊災害対策の充実、強化を図る。
・ 利根川破堤等の大規模水害発生時における被害想定の公表と総合的な
危機管理体制の強化を図る。

４ 防災情報システム等の整備

、 。 、科学技術の進展を踏まえ 各種災害に関する研究開発等を進める また
防災情報システム整備の基本方針（平成１５年３月１８日中央防災会議決
定）に基づき、戦略的・計画的に防災情報システムを整備する。
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・ 地震に関する調査研究、火山噴火の予知に関する研究、台風・集中豪
雨の予測に関する研究、土石流等各種災害の発生メカニズム・防止対策
等に関する研究を推進する。
・ 被害発生防止、被災者救助等に資するため、ＩＴを駆使した情報シス
テム等の防災科学技術の研究開発を推進する。
・ 各種災害発生時に迅速に正確な情報を収集し、防災関係機関、住民等
の共有化を実現するため、総合防災情報システムの整備に向けて、防災
情報の共有プラットフォーム、ポータルサイト等の構築を進める。

５ 防災関連施設の整備

災害から国民の生命、財産を守るため、各種防災関連施設の整備を推進
する。

・ 基幹的広域防災拠点をはじめとする防災拠点の整備を進める。
・ 発災時に避難地、避難路となる公園、道路等の整備とその周辺区域の
建築物の耐震不燃化を図る。
・ 防災上危険な密集市街地を中心に防災街区整備事業や土地区画整理事
業、市街地再開発事業、住宅市街地総合整備事業等の実施、まちづくり
交付金の活用により災害に強いまちづくりを推進する。
・ 大規模災害発生時の広域的な社会経済活動への影響を最小限に止める
ため、代替性・多重性に配慮した高規格幹線道路、地域高規格道路等の
整備を推進するとともに、空港・港湾等の交通拠点へのアクセス道路整
備を推進し、道路ネットワーク全体の形成を図る。
・ 道路や鉄道等については、必要に応じ速やかに耐震点検を行い、必要
な措置を講じる。
・ 緊急輸送道路のうち、対策を要する橋梁の耐震補強等の震災対策を実
施するとともに、災害時におけるライフラインの安全性・信頼性の向上
に資するライフライン共同収容施設としての共同溝、電線共同溝の整備
を推進する。
・ 広域的な社会経済活動を支える海上輸送網を確保する耐震強化された
国際海上コンテナターミナルの整備、緊急物資輸送を確保する港湾等に
おける耐震強化岸壁等の整備を推進する。
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・ 港湾や河川、海岸における津波防災施設の整備を進めるとともに、水
門、陸閘等の自動化・遠隔操作化等を進める。
・ 浸水による二次的被害を軽減するため、海岸堤防、河口部の河川堤防
の耐震化を推進する。
・ 基幹大河川、浸水被害が頻発している中小河川、緊急度の高い危険地
等に重点を置いて治山・治水事業の推進を図るほか、砂防事業、急傾斜
地崩壊対策事業、海岸事業、農地防災事業、地盤沈下対策事業等各般の
施策を重点的に推進する。
・ 電気、ガス、水道、通信施設等のライフラインについては、災害に強
いシステムとするよう努めるとともに、被災時の早期復旧が可能となる
よう取組みを進める。

６ 地域や企業の防災力の向上及び国際防災協力の推進

地域において防災の担い手となる自主防災組織等の活動支援や企業の自
主的な防災活動を促進する。また、国連防災世界会議の成果を踏まえ、国
際防災協力を積極的に推進する。

・ 地域防災計画をより実践的なものとする見直しを行い、そのデータベ
ース化を図るとともに、地方公共団体の防災施策の現状や成果の把握を
可能とする防災力評価を促進する。
・ 災害に関する正確な知識を普及するとともに、防災関係機関と住民等
との災害情報の共有化を図る。
・ 地域の防災リーダーやボランティア組織等のリーダーの人材育成を目

、 。的とした効果的な研修 インターネットを活用した防災教育を実施する
・ 「総合的な学習の時間」等を活用し、学校と地域住民や地域の各主体
が連携した防災教育を推進する。
・ 消防団、水防団の体制強化を図るとともに、企業やＮＰＯ等による防
災活動への協力体制の確立支援を行う。
・ 防災等に幅広く対応する地域拠点・ネットワークを創出する「地域安
心安全アクションプラン」を推進するなど自主防災組織やコミュニティ
等の住民ネットワークを活かして地域の安心・安全を構築する。
・ 洪水、土砂災害、火山、津波に対するハザードマップ等の作成・活用
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により、発災時の的確な避難誘導等に役立てる。
・ 一人暮らしの高齢者や障害者等の災害時要援護者について、事前に避
難援助者を定めておくとともに、災害時に安全かつ迅速に避難できる体
制を整える。
・ 余震等による二次災害の防止のための情報提供及び応急危険度判定等
を円滑に実施するための措置を講じる。
・ 地域住民や企業等が日常的に参画する「防災まちづくり 、商品等の」
防災性能や企業の防災への取組みについての評価、企業の業務継続計画
( )の普及促進等、民間と市場の力を活かした防災力向上のための施BCP
策を推進する。
・ 災害により財産が滅失した場合に備え、各人が事前に保険や共済制度
に加入しておくことが重要であることから、地震保険制度等の普及を促
進する。
・ 歴史上の被災の経験と国民的な知恵を継承し、共有するための取組み
を進める。
・ 平成１７年１月の国連防災世界会議（兵庫県神戸市）で採択される２
１世紀の国際防災戦略を具体化するため、多様な分野において防災の視

、 、 。点を取り込み 世界の災害被害軽減を図り 持続可能な開発を推進する
・ アジア防災センターを通じて、アジアの防災戦略の策定・推進に主導

、 、的に取り組み 各国の防災機関及び防災ＮＧＯ等との連携を強化しつつ
アジア全体の防災力の向上を図る。

７ 被災地の復旧・復興支援

三宅島への島民の帰島を支援するとともに、災害からの復旧・復興、被
災者支援を推進する。

・ 三宅島噴火災害については、東京都及び三宅村と連携して、島民の帰
島支援及び火山ガス観測、生活基盤の復旧等を行う。
・ 平成１６年７月梅雨前線豪雨災害等の被災地の早期復旧・復興を図
る。
・ 被災者の居住の安定、生活の再建のために被災者生活再建支援法の適
切な運用を行う。


